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研究成果の概要：これまでの内外の学習動機に関する発達研究から小学校中学年から高学年に

かけて、また中学校への移行にともない下降するとする知見がある。加えて、「中 1 ギャップ」

の言葉にあるように、学力、仲間関係など適応上の問題が急増することも知られている。しか

し、これまでのデータではこうした知見の一般化可能性を担保していない。そこで、本研究で

は、各学年サンプルの等質性を確保し、しかも小学校から中学校への学校間移行を経るように

複数回の継続的な調査を行った。これにより、明らかになった主なことは次の通りである。第

一に、学習動機においては小学校中学年がピークであり、その後緩やかな下降傾向が見られた

が、中学校になっても大きな下降はみられなかった。第二に、学校適応では小学校から中学校

にかけて学級の居場所感と仲間関係では上昇傾向が見られた。こうしたことから、小学校から

中学校への移行は比較的スムーズであり、「中 1 ギャップ」の妥当性に疑問を呈した。 
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１．研究開始当初の背景 
 学習動機に関する発達研究からは、小学校
の中学年から高学年にかけて下降傾向があ
ること、さらに中学校への進学にともないさ
らに大きな下降が生じやすいことがわかっ
ている。これは主にアメリカの研究知見であ
るが、日本におけるデータにおいてもいくつ

か確認されている。 
 もう一つは、小学校から中学校への学校間
移行にともなう発達上の問題である。「中 1
ギャップ」の言葉があるように中学校の進学
にともない、先の学習動機の発達研究と同様
に否定的な変化が指摘されている。 
 本研究では、こうした研究上の背景のもと
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に小学校中学年から中学校 3年生までの学習
動機と学校適応の発達、特に小中の移行期の
変化を明らかにしようとした。 
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２．研究の目的 
 本研究で明らかにしようとしたことは次
の 2つである。ひとつは、小学校中学年から
中学校 1年生にかけての学習動機と学校適応
の発達を明らかにすることである。もう一つ
は、発達的なデータにおいて、発達的な変化
として確定できるようなデータの収集を行
うことである。具体的には、異なる年齢集団
のデータの比較（横断的データ）では、それ
ぞれの年齢集団の相互の等質性を確保する
ことである。特に、同じ中学校に進学する小
学校を対象にしたことである。もう一つは、
調査を繰り返し実施すること（縦断的デー
タ）により、個人の中の変化に関するデータ
を得て、従来の横断データにより得られた結
果の交差妥当性を検討することである。 

図 1 熟達目標志向性の学年比較 
 
 ここでは、図 1に示すように個人と学級集
団の両方についてみているが、２つの傾向性
はほとんど一致しており、学年の主効果はと
もに有意であった。また、多重比較の結果で
は双方ともに 3 年生＞4 年生＆中 3 年生であ
ったが、学級レベルでは 4，5，6年生＞中学
校 2，3 年生および 6 年生＞中 1 年生で有意
であった。このように学級レベルで見ると、
勉強のなかみがしっかりわかること、一人一
人の学習の伸びを重視する点では小学校の
方が高くなっている。 

 また、縦断データにより、学校適応と学習
動機との相互の影響関係についても明らか
にしようとした。 

  次に、遂行志向性について見る(図 2）。こ
こでも自分が優れたことを示そうとする接
近傾向と、劣っていることを知られまいとし
て課題から避けようとする回避傾向の 2つに
分けているが、熟達志向性と同じく両方の傾
向性はほとんど一致している。そして、3 年
生で最も高くなっていることも共通してい
る。 

 
３．研究の方法 
 調査の内容は学習動機と学校適応が主要
なものであるが、家庭での学習時間や親子関
係などについて、最大 5回の継続的な調査を
行った。調査の対象は、小学校 3，4，5，6
年生と中学校 1，2，3年生であり、調査の内
容は一部分で小学生と中学生で異なるが、ほ
とんど同一の内容である。 
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４．研究成果 
（１）学習動機の発達的な変化 
 熟達目標志向性と遂行目標志向性ともに
小 3が最大で以下は緩やかな下降傾向が見ら
れた。一方で遂行目標志向性では小 6年生か
ら中 1年生にかけて増加が見られ。従来の知
見を指示する結果が得られたが、その傾向性
は弱いものであった。 

図 2 遂行目標志向性（接近・回避）の学年
比較 
 
 また、学年の主効果では両方とも有意であ
ったが、学年間の違いを見ると接近傾向では
3年生＞5，6年生＆中 1，2，3年生で、回避
傾向では 3年生＞4年生＆中 3年生のほかに
中 1年生は小 4，5，6年生よりも有意に高か
った。 

 本 研 究 に お い て は 、 達 成 目 標 理 論
achievement goal theory)に基づき、熟達
(mastery)と遂行(performance)の志向性に
ついて調べた。これまでの内外の知見からは
小学校中学年以後は熟達志向性が低下し、そ
の逆に遂行志向性が増大傾向があることが
わかっている。本研究においても、熟達志向
性については図 1に示すように、小学校 3年
生が最も高く、その後緩やかな下降傾向を見
せているが、小 6でわずかだが増加し、その
後はまた下降傾向があり、基本的にはこれま
での知見を裏づけている。 

 これらのことから明らかになったことは以
下の 2点である。第 1に小学校 3年生から緩
やかに下降傾向があること、第 2に小 6から
中 1にかけて増加が見られてことである。こ
れは中学校に入り、テストが多くなり、社会
的な比較にさらされる機会が増したことによ
るだろう。ただし、中 3ではまた下降傾向が
あるが、これは調査の時期が公立高校の入試
の直前であったことが個人としての競争が抑
えられ、学級全体としての志望校への入学の
動機づけが増したことによるのかもしれない。

 
 
 



それは、学級の適応感では中 3が高くなって
いることから間接的にも推測される。 
 
（２）家庭学習時間 
 家庭学習時間について学級の仲間との相対
比較では小学生の方が中学生よりも高かった
が、実際の学習時間について尋ねると逆に中
学生の方が高く、学年が上がるにつれて増大
傾向が見られた。 
 学級の仲間と比べて自分の家庭学習時間の
多さについての相対比較を求めると、図 3の
ように小 3年生が最も高く、それ以後は緩や
かに下降し、小 6年生で上がっているが、そ
の後また下降傾向が見られる。学年の主効果
が有意であり、下位比較では小学校 3，4，5，
6年生＞中 2，3年生で有意であった。 
 

図 3 家庭学習時間の学級内の主観的な比較
における学年比較 
 

 
図 4 普段の日の学習時間量の学年比較 
 
 しかし、実際の学習時間について尋ねると
この結果とは逆の発達傾向が見られた。つま
り、中 3年生がもっとも長くなっており、そ
れまで緩やかな上昇傾向が見られる。もう一
つの発見は、「普段の日」の方が「調査の前
日」よりも長い時間であることである。 
 そして、この動機づけの 4変数を独立変数
に、普段の日の家庭学習時間を従属変数にし
て重回帰分析を行ったところ、個人と学級の
双方の熟達目標志向性においてのみ有意であ
った。つまり、熟達志向性の高いほど家庭学
習時間が長い傾向があった。 
 
（３）学校適応 
 学校適応感については 3つの下位尺度から
構成されるが、その二つ、学級の居心地の良
さと仲間からの期待においては中学生の方が
有意に高かった。 
 まず、居心地の良さでは図5に示すように、
小学校3年生以降は緩やかに上昇傾向にあり、

学年の主効果は有意であった。 
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図 5 学級の中の居心地の良さの学年比較 

6 仲間の期待の学年比較 

7 学習適応の学年･性別比較 
 

仲間同士の結

て学習意欲を持ち続けているよう
ある。 
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仲間からの期待（図 6）も居心地の良さとよ
く似ており、小学校から中学校にかけて増大
しており、中学校全学年＞小学校 4，5，6年
で有意であった。このように、同じクラスの
仲間から自分が必要とされていると感じるこ
とは、中学生の方が大きかった。おそらく、
中学生になると学級の単位で自主的に活動す
る機会が多くなり、そのことが
びつきを強めたのであろう。 
 最後に、学習適応（図 7）では上記の 2つの
下位尺度とは異なり、小学校 3年生以降は下
降傾向があり、中学校 1年生で上昇し、そし
てそれ以後はまた下降傾向がある。この内容
は、学習が楽しい、一生懸命勉強する、テス
トの準備をしっかりやるの 3項目であり、小
学校の学年が進むにつれて学習内容が徐々に
むずかしくなっていくので、得点が下降して
いくのは理解できる。しかし、中学校 1年生
で上昇しているのは、調査は 3学期であるの
で、中学校に入学して 1年近く経ても新たな
教科に対し
で
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（４）学習動機と学校適応との関連性 
 全体的な傾向として、2つの熟達目標志向
性、特に個人レベルでの熟達目標志向性は学
校適応の 3つの下位尺度のすべてにプラスに

性：個人の得点と学級適
感との対応関係 

流量と学校適応および学習動

志向性も増加する傾向があっ
（図 10）。 

親子の交流量の違いと学級適応感の関
性 

尺度のすべてで目

あったが、前者の違い比べると小さかった。 

10 親子の交流量の違いと学習動機の関

環
の全体的な良さ、あるいは社会経済的な条

あるからである。 
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働いていた（図 8）。 

 
図 8 熟達目標志向
応
 
（５）親子の交
機との関連性 
 親子の日常的な交流の機会が多いほど子ど
もの学校適応は良好な傾向があった（図 9）。
また、熟達目標
た
 

図 9 
連
 
 この調査では、親子の交流を一緒にスポー
ツをする、一緒にゲームで遊ぶ、家の仕事を
するなどの 7つの活動についての頻度に基づ
き、親子の交流の量を測定している。親子の
日常的な交流の機会が多いことは、子どもに
とっては親が役割モデルとしても社会的な
支援の重要な資源としても利用可能性が高
いと考えられるので、子どもの学校適応に対
してプラスの影響を与えると推測した。結果
はこの予想を支持した。ただし、一緒に家事
をしたり、学習をしたり、スポーツをするな
どの行動の共有の多さは、中学校になると非
常に少なくなったので、ここでは小学生に限
定した分析を行った。交流量の多さに沿って
適応感が増大している。特に、極端に低い（5
段階の 1）では 3 つの下位
立って低くなっている。 
 次に学習動機との関係であるが、先の親子
の交流量ととてもよく似た関連のパターン
を示している。交流量が多いほど、熟達目標
志向性が高い傾向が見られた。2 つ遂行目標
も交流量の 5段階の主効果は統計的には有意
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 このように親子の交流量は学校適応にも
学習動機にもプラスの影響を与えている。た
だし、どのようなメカニズムでそうなるかの
因果的な推測は簡単ではないだろう。という
のは、親子の交流量という変数には、家庭
境
件が複合する可能性が
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